
岐阜県森林審議会に関する法令、規則等

森林法（抜粋）

第六条 都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、農林水

産省令で定めるところにより、その旨を公告し、当該地域森林計画の案を当該公告の日から三十日間公衆

の縦覧に供しなければならない。

２ 前項の規定による公告があつたときは、当該地域森林計画の案に意見がある者は、同項の縦覧期間

満了の日までに、当該都道府県知事に、理由を付した文書をもつて、意見を申し立てることができる。

３ 都道府県知事は、第一項の縦覧期間満了後、当該地域森林計画の案について、都道府県森林審議

会及び関係市町村長の意見を聴かなければならない。この場合において、当該地域森林計画の案に係る

森林計画区の区域内に第七条の二第一項の森林計画の対象となる国有林があるときは、都道府県知事

は、併せて関係森林管理局長の意見を聴かなければならない。

４ 都道府県知事は、前項の規定により地域森林計画の案について都道府県森林審議会の意見を聴く場

合には、第二項の規定により申立てがあつた意見の要旨を都道府県森林審議会に提出しなければならな

い。

５ 都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更しようとするときは、農林水産省令で定めると

ころにより、農林水産大臣に協議しなければならない。この場合において、当該地域森林計画に定める事項

のうち、前条第二項第二号の森林の整備の目標、同項第三号の伐採立木材積、同項第四号の造林面積、

同項第四号の二の間伐立木材積、同項第五号の林道の開設及び改良に関する計画並びに同項第七号の

保安林の整備及び保安施設事業に関する計画については、農林水産大臣の同意を得なければならない。

６ 都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表するとともに、

関係市町村長に通知し、かつ、農林水産大臣に報告しなければならない。この場合においては、第二項の

規定により申立てがあつた意見の要旨及び当該意見の処理の結果を併せて公表しなければならない。

（設置及び所掌事務）

第六十八条 都道府県に都道府県森林審議会を置く。

２ 都道府県森林審議会は、この法律又は他の法令の規定によりその権限に属させられた事項を処理す

るほか、この法律の施行に関する重要事項について都道府県知事の諮問に応じて答申する。

３ 都道府県森林審議会は、前項に規定する事項について、関係行政庁に建議することができる。

（組織）

第七十条 都道府県森林審議会は、委員十五人以内で組織する。



２ 委員は、第六十八条第二項に規定する事項に関し学識経験を有する者のうちから、都道府県知事が

任命する。

３ 委員の任期は、二年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。

４ 委員は、非常勤とする。

（会長）

第七十一条 都道府県森林審議会の会長は、前条第一項の委員が互選した者をもつて充てる。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 会長に事故があるときは、第一項の委員が互選した者がその職務を代行する。

（政令への委任）

第七十三条 この法律に定めるもののほか、都道府県森林審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

政令で定める。

森林法施行令（抜粋）

（都道府県森林審議会の部会）

第七条 都道府県知事は、必要があると認めるときは、都道府県森林審議会に部会を置き、その所掌事

務を分掌させることができる。

２ 部会に部会長を置き、会長が指名する委員をもつて充てる。

３ 委員の所属部会は、会長が定める。

４ 都道府県森林審議会が特に定めた事項については、部会の決議をもつて総会の決議とすることができ

る。

岐阜県森林法施行細則（抜粋）

（委員）

第１６条 法第６８条の規定に基づき設置する岐阜県森林審議会（以下「審議会」という。）は、委員１５人以

内で組織する。



（会議）

第１７条 審議会の会議は、会長が招集する。

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

（部会）

第１８条 審議会に、次の各号に掲げる事務を分掌させるため、林地部会（以下「部会」という。）を置く。

一 林地開発行為の許可に関すること。

二 保安林の指定の解除に関すること。

三 森林区域の変更に係る地域森林計画の一部変更に関すること。

２ 部会は、委員７人以内で組織する。

３ 前条の規定は、部会について準用する。この場合において「審議会」とあるのは「部会」と、第３項「会長」

とあるのは、「部会長」と読み替えるものとする。


